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は じ め に 
 
 政策研究を行う機関にとって、「データに基づいた正確な議論」が重要であることは言う

までもない。当機構の場合、研究に用いるデータのかなりの部分を、企業や個人を対象とし

たアンケート調査から得ており、「調査によって正確なデータが得られるかどうか」、「も

し調査結果に不正確な部分があるならばそれを織り込んだ上で研究に用いているかどうか」

は、屋台骨に関わる問題である。 
 しかし、世の中の調査の現状を見ると、郵送調査や個別訪問面接調査といった従来型調査

の回収率が低下する一方で、インターネット調査のような新しい調査法が急速に普及し、ど

の調査法をどのように用いれば質の高い情報が得られるのかについて様々な見解が錯綜して

おり、調査の信頼性に関して楽観は許されない状況にある。 
 調査結果を鵜呑みにしないように、とデータの正確な読み方を説く書物や、統計学的に正

確な調査のあり方を説く書物は多いが、悪化する調査環境のただ中にある調査実施者の立場

にたって、今、ここで、時間的・資金的な一定の制約のもと、少しでも質の高い調査をする

ための現実的な羅針盤になってくれるものは多くない。ことに、実用化されて日の浅いイン

ターネット調査については、その実態についての情報が圧倒的に不足している。 
 そこで、当機構では、2003 年 4 月より「労働調査手法研究会」を開催し、労働分野で実

施されている調査の現状把握、調査関係の有識者からのヒアリングを行って議論を進め、

2004 年 2 月にはインターネット調査を中心に「調査モニター」を使った 5 種類の実験調査

を行って、その結果を、従来型調査の典型である「住民基本台帳から無作為抽出した対象者

への個別訪問面接調査」の結果と比較した分析を行った。今回の報告書は、その一連の研究

結果をとりまとめたものである。 
 本報告書が、今後の社会調査のあり方を考える上で、多くの方々に参考となれば幸いであ

る。 
 また、研究会でのヒアリングに応じてくださった、ネットレイティングス㈱萩原雅之氏、

㈳日本マーケティング･リサーチ協会小林和夫氏、文部科学省統計数理研究所大隅昇氏、㈱電

通リサーチ横原東氏、㈱インタースコープ平石郁生氏（いずれも所属は当時）に、この場を

借りて御礼申し上げたい。 
 
  2005 年 1 月 
 
                                            独立行政法人労働政策研究・研修機構 
                                                 理事長  小  野   旭 
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